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き
っ
か
け
は
２
０
１
１
年
３
月
、
東
京
の
計
画
停

電
だ
っ
た
。
東
京
電
力
か
ら
し
か
電
気
を
買
え
な
い

の
で
停
電
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
と
考
え
る
人
が
多
く
、

家
庭
用
を
含
め
た
全
面
自
由
化
を
求
め
る
声
が
高

ま
っ
た
。
そ
し
て
、
供
給
力
不
足
の
課
題
を
抱
え
つ

つ
も
議
論
は
進
み
、
今
年
４
月
か
ら
の
電
力
小
売
全

面
自
由
化
に
至
っ
た
。

　

開
放
さ
れ
る
市
場
は
約
８
兆
円
と
あ
っ
て
、
ビ
ジ

ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
を
見
込
む
新
規
参
入
者
が
殺
到
、
既

に
小
売
ラ
イ
セ
ン
ス
取
得
者
は
２
２
５
社
に
上
る

（
16
年
３
月
14
日
時
点
）。

　

需
要
家
に
と
っ
て
電
力
会
社
を
選
べ
る
よ
う
に
な

る
と
い
う
意
義
は
大
き
い
。
こ
れ
は
大
転
換
。
通
信

や
鉄
道
な
ど
、
過
去
に
も
、
公
益
事
業
の
自
由
化
が

行
わ
れ
て
き
た
が
、
生
活
に
も
産
業
に
も
欠
か
せ
な

い
究
極
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
・
電
気
が
自
由
に
選
択
で

き
る
と
い
う
の
は
、
極
め
て
豊
か
な
社
会
で
あ
り
、

資
本
主
義
が
さ
ら
に
前
進
し
た
と
い
う
印
象
が
強
い
。

　

た
だ
、
自
由
に
選
択
で
き
る
と
い
う
こ
と
は
、
選

ん
だ
結
果
は
自
己
責
任
に
な
る
と
い
う
こ
と
。
自
由

の
裏
に
は
責
任
が
伴
う
こ
と
を
需
要
家
は
自
覚
し
な

い
と
い
け
な
い
。
こ
れ
ま
で
は
選
択
の
自
由
が
な
い

代
わ
り
に
、
何
か
起
き
る
と
電
力
会
社
の
責
任
に

な
っ
た
。
し
か
し
電
力
会
社
か
ら
地
域
独
占
が
外
れ
、

い
ず
れ
総
括
原
価
方
式
の
規
制
料
金
が
な
く
な
り
、

究
極
的
に
は
供
給
義
務
も
外
れ
る
─
─
本
来
、
市
場

の
論
理
は
事
業
参
入
も
撤
退
も
自
由
、
価
格
も
自
由

な
世
界
。
ゆ
え
に
停
電
や
価
格
高
騰
も
起
こ
り
得
る
。

　

当
面
は
経
過
措
置
と
し
て
、
関
西
電
力
な
ど
一
般

電
気
事
業
者
に
は
規
制
料
金
が
残
り
、
安
定
供
給
義

務
も
課
せ
ら
れ
た
ま
ま
。
自
由
化
と
い
え
ど
も
一
般

電
気
事
業
者
に
大
き
く
頼
っ
て
の
船
出
だ
。

　

も
と
も
と
安
定
供
給
を
使
命
と
し
て
き
た
電
力
会

社
だ
が
、
自
由
化
は
安
定
供
給
と
い
う
パ
ブ
リ
ッ
ク

電
気
以
外
の
ビ
ジ
ネ
ス
で
ど
う
生
か
す
か
。
ス
マ
ー

ト
メ
ー
タ
ー
が
行
き
渡
り
、
多
様
な
情
報
の
見
え
る

化
が
進
む
な
か
、
単
な
る
節
電
ア
ド
バ
イ
ス
を
超
え

て
、
個
々
の
生
活
パ
タ
ー
ン
に
応
じ
た
ア
ド
バ
イ
ス

も
可
能
に
な
る
。

　

電
気
は
万
人
が
使
う
も
の
で
あ
り
、
多
様
な
も
の

と
つ
な
が
り
、
多
様
な
価
値
を
生
む
。
電
力
会
社
は

あ
ら
ゆ
る
も
の
の
ネ
ク
サ
ス
（
結
節
点
）
に
な
り
得

る
と
い
う
わ
け
だ
。

　

い
よ
い
よ
始
ま
る
電
力
小
売
全
面
自
由
化
時
代

─
─
い
く
ら
立
派
な
能
書
き
を
並
べ
て
も
、
選
ん
で

も
ら
え
な
け
れ
ば
意
味
は
な
い
。
電
気
「
も
」
売
る

会
社
と
し
て
、
ア
グ
レ
ッ
シ
ブ
に
挑
む
姿
に
期
待
し

た
い
。

マ
イ
ン
ド
を
萎
え
さ
せ
る
リ
ス
ク
も
有
す
る
。
例
え

ば
東
日
本
大
震
災
後
、
原
子
力
が
止
ま
る
な
か
、
現

場
で
は
老
朽
火
力
を
フ
ル
稼
動
さ
せ
て
頑
張
っ
て
き

た
の
に
、
そ
の
結
果
が
「
電
気
は
足
り
て
い
る
」「
だ

か
ら
原
子
力
は
不
要
だ
」
と
。
ど
ん
な
状
況
で
も
安

定
し
て
電
気
を
届
け
よ
う
と
し
た
頑
張
り
は
一
体
何

だ
っ
た
の
か
。
見
え
な
い
も
の
に
対
す
る
世
間
の
人

の
感
覚
が
鈍
く
な
っ
て
い
る
と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
。

　

採
算
が
合
わ
な
い
も
の
を
削
ら
な
い
と
生
き
残
れ

な
い
の
が
自
由
競
争
の
世
界
だ
が
、
一
方
で
余
力
を

持
つ
こ
と
が
安
定
供
給
に
つ
な
が
る
。
と
こ
ろ
が
電

源
が
足
り
て
い
る
か
ど
う
か
さ
え
、
あ
ま
り
に
見
解

の
乖
離
が
あ
る
。
し
か
も
自
由
化
で
多
様
な
主
体
が

参
入
す
る
と
、
よ
り
高
度
な
需
給
調
整
や
新
た
な
送

配
電
投
資
も
必
要
に
な
る
。
に
も
拘
ら
ず
託
送
料
金

を
削
り
込
む
な
ど
す
れ
ば
、
設
備
投
資
を
削
ら
ざ
る

を
得
な
い
方
向
に
進
む
。
こ
れ
で
は
短
期
的
に
は
電

自 由 化 へ の 視 点

大
橋 

弘 

東
京
大
学
大
学
院
経
済
学
研
究
科 

教
授

意
義
と
見
通
し

電
気
を
選
べ
る
時
代
、

自
由
な
選
択
に
は
責
任
が
伴
う

おおはし　ひろし
東京大学大学院経済学研究科 教授

（産業組織・競争政策）
1970年東京都生まれ。東京大学経済
学部卒、同大学院経済学研究科修士
号取得、ノースウェスタン大学博士
号取得。東京大学大学院経済学研究
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職。編著『プロダクト・イノベーショ
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子力小委員会原子力事業環境整備検
討専門WG委員など。
http://www.ohashi.e.u-tokyo.ac.jp/

気
料
金
は
下
が
る
か
も
し
れ
な
い
が
、
中
長
期
的
に

は
安
定
供
給
に
支
障
を
来
し
か
ね
な
い
。

　

既
に
設
備
も
人
材
も
足
り
て
い
て
、
そ
れ
を
ど
う

効
率
化
す
る
か
、
が
自
由
化
の
得
意
領
域
だ
が
、
供

給
力
不
足
の
時
に
自
由
化
す
る
と
価
格
高
騰
や
停
電

な
ど
負
の
側
面
が
現
実
化
す
る
。
経
営
効
率
化
と
安

定
供
給
と
い
う
ト
レ
ー
ド
オ
フ
の
側
面
を
巧
く
均
霑

化
さ
せ
る
し
く
み
が
地
域
独
占
・
総
括
原
価
方
式

だ
っ
た
が
、
日
本
は
既
に
自
由
化
に
舵
を
切
っ
た
。

タ
イ
ミ
ン
グ
と
し
て
は
ズ
レ
て
い
る
よ
う
に
感
じ
る

が
、
舵
を
切
っ
た
以
上
は
少
し
で
も
良
い
シ
ス
テ
ム

に
し
て
自
由
化
に
臨
ま
な
い
と
い
け
な
い
。

　

自
由
化
に
光
と
影
は
必
ず
あ
る
。
生
活
・
産
業
の

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
を
担
う
電
気
事
業
は
、
完
全
に
自
由

化
は
で
き
な
い
。
安
定
供
給
の
た
め
に
は
自
由
化
と

逆
行
す
る
規
制
的
要
素
も
加
え
な
が
ら
、
国
の
責
務

と
し
て
き
ち
ん
と
手
当
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ

の
手
当
も
し
な
い
ま
ま
、
電
力
会
社
の
安
定
供
給
マ

イ
ン
ド
だ
け
に
頼
る
の
は
、
反
則
だ
。

　

制
度
を
整
え
る
一
方
で
、
従
来
、
規
制
料
金
下

で
規
制
当
局
・
経
済
産
業
省
の
方
を
向
く
こ
と
の

多
か
っ
た
電
力
会
社
は
今
後
、
需
要
家
に
顔
を
向

け
、
需
要
家
に
選
ば
れ
る
た
め
に
ア
グ
レ
ッ
シ
ブ
に

動
か
な
い
と
い
け
な
い
。
従
来
は
電
気
の
安
定
供
給

が
ミ
ッ
シ
ョ
ン
だ
っ
た
が
、
こ
れ
か
ら
は
電
気
「
も
」

売
る
事
業
者
に
な
る
。
長
く
地
域
に
根
づ
い
て

や
っ
て
き
た
だ
け
に
、
需
要
家
に
近
く
、
ネ
ー
ム
バ

リ
ュ
ー
も
信
頼
も
あ
る
。
こ
の
ア
ド
バ
ン
テ
ー
ジ
を

＊供給約款：家庭などの一般の需要に応じて電気を供給する場合に、
電気料金その他の供給条件を定めたもの

＊選択約款：電力会社の効率的な企業運営に資する電気料金その他
の供給条件であって、需要家が供給約款との間で選択可能なもの

資源エネルギー庁の資料をもとに編集室作成

電力小売全面自由化の経過措置

自由化前

2016年４月～
小売全面自由化（経過措置期間）

2020年4月以降
経過措置終了後  

低圧部門の需要家

離島供給
経過措置約款

自由料金
メニュー

電力会社の
小売部門

一般
送配電事業者

新しい
小売電気事業者

自由料金
メニュー

最終保障・
離島供給

一般
送配電事業者

自由料金
メニュー

小売電気事業者
（電力会社、新しい小売電気事業者）

供給約款

選択約款

電力会社

小売各社から提供されるさまざまなプランのイメージ

電気とガスの
同時契約による
割引プラン

電力小売会社
ガス小売会社

携帯料金との
セット契約
割引プラン

携帯電話会社

エコ発電した
電気を使う
プラン

FIT電気

住宅購入
顧客への
割引プラン

住宅メーカー

ポイント付加
プラン

ポイント
サービス

資源エネルギー庁の
資料をもとに編集室作成
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先
例
は
な
い
─
─
日
本
は
今
、
東
日
本
大
震
災
以

降
止
ま
っ
て
い
た
原
子
力
発
電
所
が
徐
々
に
再
稼
動

を
始
め
、
石
油
・
Ｌ
Ｎ
Ｇ
価
格
は
歴
史
的
下
落
を
続

け
、
さ
ら
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
増
加
す
る
な

ど
、
電
源
構
成
要
素
に
さ
ま
ざ
ま
な
変
化
が
起
き
て

い
る
。
し
か
も
原
子
力
は
、
規
制
委
員
会
の
審
査
に

再
稼
動
の
是
非
を
委
ね
ら
れ
今
後
の
見
通
し
が
立
た

ず
、
事
業
者
は
「
政
治
的
不
安
定
性
」
と
い
う
リ
ス

ク
を
抱
え
て
い
る
。
電
力
自
由
化
は
欧
米
が
先
行
し

た
が
、
こ
こ
ま
で
事
業
環
境
が
変
化
す
る
な
か
で
の

自
由
化
は
諸
外
国
で
も
例
が
な
い
。

　

諸
外
国
の
自
由
化
で
は
新
規
参
入
者
が
早
々
に

淘
汰
さ
れ
た
り
、
電
気
料
金
が
高
騰
し
た
り
し
た

が
、
な
ぜ
そ
う
な
っ
た
の
か
。
主
な
要
因
は
大
手
電

力
会
社
が
市
場
支
配
力
を
行
使
し
て
自
ら
に
有
利
な

よ
う
市
場
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
し
た
こ
と
に
あ
る
。
ド

イ
ツ
で
は
大
手
電
力
会
社
が
電
力
業
界
の
自
主
規
制

に
任
せ
た
不
透
明
な
制
度
を
利
用
し
、
高
い
託
送
料

金
で
利
益
を
得
な
が
ら
、
小
売
で
は
赤
字
で
展
開
し

た
。
こ
れ
で
は
新
規
参
入
者
が
勝
て
る
わ
け
が
な
く
、

次
々
淘
汰
さ
れ
た
あ
と
、
よ
う
や
く
規
制
機
関
が
設

置
さ
れ
た
。

　

自
由
化
は
何
で
も
市
場
原
理
に
任
せ
れ
ば
上
手
く

い
く
も
の
で
は
な
い
。
事
業
者
が
何
を
イ
ン
セ
ン

テ
ィ
ブ
に
ど
う
い
う
行
動
を
取
り
得
る
か
、
を
適
切

に
見
極
め
、
市
場
に
任
せ
る
部
分
と
規
制
す
る
部
分

の
バ
ラ
ン
ス
を
と
ら
な
い
と
効
果
は
発
揮
さ
れ
な
い
。

欧
州
で
は
規
制
変
更
と
抜
け
道
探
し
を
イ
タ
チ
ご
っ

こ
の
よ
う
に
繰
り
返
し
、
今
に
至
っ
て
い
る
。

　

日
本
で
は
電
力
会
社
が
持
つ
マ
イ
ン
ド
が
違
う
し
、

後
発
国
と
し
て
諸
外
国
の
先
例
を
踏
ま
え
た
制
度
的

な
担
保
を
充
実
さ
せ
て
い
る
が
、
想
定
外
の
こ
と
は

起
こ
り
得
る
。
競
争
促
進
と
同
時
に
生
活
イ
ン
フ
ラ

と
し
て
の
安
定
供
給
を
維
持
す
る
に
は
、
頼
り
過
ぎ

　

世
界
で
は
今
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ

を
ト
リ
ガ
ー
に
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
業
界
の
変
化
が
同

時
多
発
的
に
起
き
て
い
る
。
環
境
変
化
の
な
か
で
従

来
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
へ
の
固
執
は
戦
略
の
自
由
度

を
狭
め
て
し
ま
う
。
欧
州
の
電
力
会
社
は
再
エ
ネ
の

可
能
性
を
低
く
見
積
も
り
過
ぎ
て
い
た
が
、
想
像
以

上
に
イ
ン
パ
ク
ト
が
大
き
く
、
既
存
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ

ル
は
崩
壊
。
シ
リ
コ
ン
バ
レ
ー
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業

と
提
携
し
て
再
エ
ネ
や
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
を
活
用
し
た

新
し
い
サ
ー
ビ
ス
を
模
索
す
る
な
ど
、
今
慌
て
て
新

し
い
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
構
築
し
よ
う
と
し
て
い
る
。

　

日
本
に
お
い
て
、
供
給
力
が
逼
迫
し
、
卸
市
場
の

流
動
性
が
低
い
う
ち
は
、
発
電
所
を
持
つ
電
力
会
社

が
強
い
の
は
当
然
だ
が
、
サ
ー
ビ
ス
に
強
み
の
あ
る

事
業
者
が
新
た
に
参
入
す
れ
ば
電
力
会
社
へ
の
刺
激

に
な
る
。

　

未
だ
世
界
の
ど
こ
に
も
見
本
が
な
い
か
ら
こ
そ
、

日
本
が
新
し
い
モ
デ
ル
を
つ
く
り
、
サ
ー
ビ
ス
や
コ

ン
テ
ン
ツ
を
儲
け
の
源
泉
に
し
て
い
け
ば
、
従
来
の

イ
ン
フ
ラ
輸
出
に
加
え
て
電
力
サ
ー
ビ
ス
輸
出
と
い

う
新
し
い
ビ
ジ
ネ
ス
の
可
能
性
が
見
え
て
く
る
。

　

原
子
力
が
再
稼
動
し
て
い
け
ば
発
電
事
業
で
強
み

を
発
揮
で
き
る
だ
ろ
う
が
、
そ
れ
だ
け
に
固
執
せ
ず

視
野
を
拡
げ
て
多
様
な
可
能
性
に
挑
戦
す
れ
ば
、
世

界
の
モ
デ
ル
に
躍
り
出
る
こ
と
は
十
分
考
え
ら
れ
る
。

も
い
け
な
い
が
、
電
力
会
社
の
安
定
供
給
に
か
か
る

プ
ラ
イ
ド
の
よ
う
な
も
の
を
新
規
参
入
者
は
共
有
す

る
必
要
が
あ
る
。

　

そ
の
点
で
懸
念
し
て
い
る
の
が
、
小
売
事
業
に
申

請
が
殺
到
し
、
既
に
２
０
０
社
以
上
が
登
録
さ
れ
た

こ
と
。
実
際
に
ど
う
ビ
ジ
ネ
ス
を
行
う
の
か
、
本
当

に
供
給
で
き
る
の
か
、
不
安
を
禁
じ
得
な
い
。

　

電
気
事
業
の
利
幅
は
決
し
て
厚
く
な
い
。
自
ら
の

本
業
は
別
に
あ
り
、
ユ
ー
ザ
ー
の
関
心
を
惹
く
ツ
ー

ル
の
一
つ
と
し
て
赤
字
覚
悟
で
電
気
を
扱
う
方
法
も

あ
る
が
、
電
力
供
給
は
継
続
的
な
も
の
。
ず
っ
と
赤

字
で
は
や
が
て
行
き
詰
ま
る
。
ま
た
、
時
流
に
乗
っ

て
参
入
し
た
も
の
の
、
得
ら
れ
る
「
旨
味
」
が
少
な

く
な
る
と
早
々
に
市
場
撤
退
─
─
最
初
は
魅
力
的
な

条
件
を
提
示
す
る
も
の
の
想
定
が
甘
く
条
件
の
継
続

的
な
提
供
が
困
難
に
な
る
と
条
件
変
更
や
市
場
撤
退

と
い
う
の
で
は
、
需
要
家
が
安
心
し
て
電
力
小
売
事

自 由 化 へ の 視 点

筒
井
慎
介 

Ａ.

Ｔ.

カ
ー
ニ
ー 
プ
リ
ン
シ
パ
ル

先
例諸

外
国
の
先
例
を
超
え
て

新
し
い
モ
デ
ル
を
つ
く
る

つつい　しんすけ
A.T.カーニー プリンシパル
1977年生まれ。東京大学工学部機
械 工 学 科 卒。JCBを 経 て、2009年
A.T.カーニー入社。金融、通信、流通、
物流など多様な業種で経営改革や新
規事業戦略の立案等に携わる。東日
本大震災を機にエネルギーに関する
課題解決は企業益と公益の双方につ
ながると考え「エネルギー」を自身の
メインテーマに設定。13-14年資源
エネルギー庁電力改革推進室（課長
補佐）出向、電力改革の政策立案に携
わる。14年より京都大学大学院特
任准教授。
https://www.atkearney.co.jp/
chemicals/shinsuke-tsutsui

電源構成（発電電力量）の変化

諸外国の先進事例における教訓と日本の対応

経済産業省の資料をもとに編集室作成

経済産業省の資料をもとに編集室作成

業
者
を
選
べ
な
く
な
り
、
問
題
だ
。

　

当
面
、
電
力
会
社
に
は
経
過
措
置
と
し
て
規
制
料

金
が
残
る
。
市
場
支
配
力
を
行
使
し
う
る
電
力
会
社

に
競
争
が
進
展
す
る
ま
で
キ
ャ
ッ
プ
を
は
め
る
も
の

だ
が
、
本
来
の
競
争
市
場
と
し
て
は
歪
な
形
で
あ
り
、

ク
リ
ー
ム
ス
キ
ミ
ン
グ
の
原
資
と
な
り
、
安
易
な
市

場
参
加
を
誘
引
し
か
ね
な
い
。

　

一
方
で
、
安
定
供
給
を
ベ
ー
ス
に
し
つ
つ
も
、
電

力
会
社
を
含
め
各
電
力
小
売
事
業
者
に
は
、
単
な
る

価
格
勝
負
の
コ
モ
デ
ィ
テ
ィ
の
供
給
者
で
な
く
、
需

要
家
の
生
活
を
よ
り
良
い
方
向
に
導
く
提
案
者
と
し

て
の
視
点
を
期
待
し
た
い
。
電
気
は
媒
体
で
あ
り
、

そ
の
先
に
は
需
要
家
個
々
の
生
活
が
あ
る
。
家
庭
の

電
力
消
費
量
の
デ
ィ
ス
ア
グ
リ
ゲ
ー
ト
（
分
解
）
に

よ
る
「
見
え
る
化
」
が
進
む
と
、
電
力
消
費
情
報
は

単
な
る
波
形
で
は
な
く
需
要
家
の
生
活
を
知
る
ツ
ー

ル
と
な
り
、
よ
り
具
体
的
な
ワ
ン
・
ト
ゥ
・
ワ
ン
・

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
も
展
開
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

国 課題 教訓 日本の電力システム改革での対応

英国
自由化と同時に料金規
制を撤廃したことにより
価格上昇が生じた

競争が働くまでは料
金規制を残すことが
必要

競争の状況を見極めた上で料
金規制を撤廃し、その後も適切
な市場監視を実施

フランス

一度自由料金で供給を
受けると規制料金に戻れ
ない制度のため、自由化
後も規制料金の体系に
とどまる需要家が多い

需要家の自由な選択
を妨げない制度とす
ることが重要

自由料金を選択した需要家が
規制料金に戻ることもできる制
度とし、自由料金に移る際の抵
抗感を軽減

米国
カリフォルニア

供給力が不足する状況
下で小売料金の凍結を
行ったため、発電投資が
進まず停電を引き起こし
た

コストの上昇が価格
に反映されるしくみが
重要

小売料金規制が残る経過措置
期間中も上限価格規制は行わ
ず、従来同様、認可によりコスト
上昇を価格に反映できるしくみと
する

ドイツ
風力発電の導入拡大に
対応する広域送電線の
容量不足が生じている

広域的な送電インフ
ラの増強が進むしく
みが必要

広域的運営推進機関を設立し、
連系線等の送電インフラの増強
を促進

韓国

系統運用機関が供給力
不足を適切に把握してい
なかったため、輪番停電
が発生

系統運用機関によ
る複層的なチェック
や適切な情報共有
が重要

送配電事業者（各区域）と広域
的運営推進機関（全国）による
複層的な需給の把握・調整

米国
東部

事業者間の連携不足で
大停電を招いた

送配電事業者同士、
送配電事業者と発
電事業者間の連携
ルールが必要

送配電事業者同士、送配電事
業者と発電事業者が連携を確
実に行うためのルールを策定

2014年度 2030年度

再生可能エネルギー 12％
（うち水力 9％）

原子力
20～22％程度

原子力
0％

石油
11％

石油 3%程度

LNG
46％ LNG

27％程度

石炭
31％

石炭
26％程度

再生可能エネルギー
22～24%程度

（うち水力 8.8～9.2％程度）
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国
民
生
活
に
不
可
欠
な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
産

業
に
お
い
て
は
、
公
益
性
と
競
争
原
理
の
両
立
を
工

夫
す
る
こ
と
が
必
要
だ
。
こ
の
よ
う
な
産
業
で
は
、

競
争
が
導
入
さ
れ
る
こ
と
で
採
算
が
合
わ
ず
見
放
さ

れ
る
人
や
地
域
が
出
て
く
る
の
で
は
、
と
い
っ
た
懸

念
の
声
が
上
が
る
こ
と
も
あ
る
。
郵
政
民
営
化
の
時

に
は
、
過
疎
地
の
郵
便
事
業
の
維
持
が
不
安
視
さ
れ

た
り
も
し
た
。
民
間
事
業
者
に
市
場
価
格
で
や
っ
て

も
ら
え
ば
い
い
と
い
う
声
も
あ
っ
た
が
、
ユ
ニ
バ
ー

サ
ル
サ
ー
ビ
ス
（
ど
こ
で
も
一
律
に
同
一
価
格
、
同

一
条
件
で
利
用
で
き
る
サ
ー
ビ
ス
）
を
残
す
こ
と
に

な
っ
た
。
公
共
交
通
の
世
界
で
は
、
運
賃
収
入
だ
け

で
は
赤
字
に
な
る
地
域
に
お
い
て
、
車
が
運
転
で
き

な
い
人
の
た
め
に
補
助
金
で
の
支
援
が
行
わ
れ
て
い

る
例
も
あ
る
。
電
力
小
売
全
面
自
由
化
で
も
、
電
気

事
業
に
ふ
さ
わ
し
い
制
度
設
計
に
よ
っ
て
、
公
益
性

と
競
争
原
理
を
両
立
さ
せ
る
よ
う
運
営
し
て
い
く
こ

と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

電
力
自
由
化
は
利
用
者
が
自
分
に
合
っ
た
サ
ー
ビ

ス
を
選
べ
る
点
で
望
ま
し
い
。
例
え
ば
電
力
・
ガ

ス
・
通
信
と
い
う
ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ
支
出
を
セ
ッ
ト

で
支
払
う
、
商
品
メ
ニ
ュ
ー
が
多
様
に
な
る
な
ど
、

利
用
形
態
に
ふ
さ
わ
し
い
事
業
者
を
選
べ
る
よ
う
に

な
る
こ
と
な
ど
が
そ
の
一
例
で
あ
る
。

　

一
方
、
国
民
の
生
活
基
盤
・
経
済
活
動
の
根
底
に

あ
る
電
気
料
金
の
低
下
が
、
ど
の
程
度
維
持
さ
れ
る

か
は
注
視
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
だ
ろ
う
。
欧
米
を

見
る
と
、
自
由
化
し
て
一
旦
下
が
っ
た
料
金
が
、
そ

の
後
上
が
っ
て
い
る
例
も
あ
る
。
原
因
は
さ
ま
ざ
ま

だ
が
、
地
球
環
境
の
た
め
に
欠
か
せ
な
い
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
に
よ
る
コ
ス
ト
増
加
が
そ
の
一

因
と
い
う
よ
う
な
場
合
も
あ
る
。

　

だ
か
ら
と
言
っ
て
、
原
価
増
を
回
避
し
、
収
益
性

を
維
持
・
向
上
さ
せ
る
た
め
に
、
発
電
・
流
通
の
修

繕
や
設
備
投
資
を
過
小
に
し
て
、
安
定
供
給
に
支
障

を
来
す
こ
と
は
回
避
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
国
民

生
活
や
経
済
活
動
に
及
ぼ
す
影
響
が
計
り
知
れ
な
い

だ
け
に
、
海
外
で
過
去
あ
っ
た
大
停
電
の
よ
う
な
事

態
は
起
こ
し
て
は
い
け
な
い
。
高
度
経
済
成
長
期
に

形
成
さ
れ
た
設
備
が
更
新
期
を
迎
え
、
コ
ス
ト
が
嵩

ん
で
い
く
と
も
言
わ
れ
て
い
る
。
自
由
化
の
な
か
で
、

安
定
供
給
が
守
ら
れ
る
よ
う
、
事
業
者
は
リ
ス
ク
を

勘
案
し
な
が
ら
も
、
最
大
限
の
コ
ス
ト
削
減
努
力
を

す
る
必
要
が
あ
る
。

　

純
粋
に
競
争
に
だ
け
目
を
向
け
る
と
劣
後
し
が
ち

な
公
益
性
を
、
企
業
の
モ
ラ
ル
や
善
意
に
任
せ
る
ば

か
り
で
は
な
く
、
制
度
的
に
も
手
当
て
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
い
く
だ
ろ
う
。
そ
の
場
合
、
補
助
金
で

支
え
る
と
、
産
業
と
し
て
競
争
力
を
失
っ
て
い
く
お

そ
れ
も
あ
る
た
め
、
何
ら
か
の
形
で
ユ
ー
ザ
ー
か
ら

回
収
す
る
の
が
望
ま
し
い
と
考
え
る
。
料
金
で
回
収

自 由 化 へ の 視 点

秋
池
玲
子 

ボ
ス
ト
ン 

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ 

グ
ル
ー
プ  

シ
ニ
ア
・
パ
ー
ト
ナ
ー
＆
マ
ネ
ー
ジ
ン
グ
・
デ
ィ
レ
ク
タ
ー

安
定
供
給

公
益
性
と
競
争
の

バ
ラ
ン
ス
を
求
め
続
け
る

あきいけ　れいこ　　
BCGシニア・パートナー&
マネージング・ディレクター
早稲田大学理工学部卒、同大学院
修了。マサチューセッツ工科大学
スローン経営大学院経営学修士

（MBA）。キリンビール、マッキン
ゼー・アンド・カンパニー、産業再生
機構を経て、現職。BCGパブリック
セクターグループの日本リーダー。
政府系の委員も歴任。
http://www.bcg.co.jp/

す
る
こ
と
で
国
民
も
公
益
性
に
か
か
る
コ
ス
ト
を
自

覚
で
き
る
し
、
逆
に
こ
こ
ま
で
過
剰
な
公
益
性
は
い

ら
な
い
と
い
う
議
論
が
起
こ
る
か
も
し
れ
な
い
。

　

逆
説
的
だ
が
、
従
来
は
独
占
サ
ー
ビ
ス
だ
っ
た
が

ゆ
え
に
、
高
品
質
を
求
め
ざ
る
を
得
な
か
っ
た
面
も

あ
っ
た
の
で
は
な
い
か
。
自
由
化
の
競
争
の
な
か
で
、

真
に
必
要
な
電
気
お
よ
び
サ
ー
ビ
ス
の
品
質
水
準
が

と
を
国
民
も
理
解
す
る
と
き
に
来
て
い
る
。

　

消
費
者
は
公
益
性
の
面
で
リ
ス
ク
テ
イ
ク
も
含
め

た
自
由
化
だ
と
い
う
こ
と
を
弁
え
な
い
と
い
け
な
い

し
、
公
益
性
を
維
持
す
る
マ
イ
ン
ド
が
浸
透
し
て
い

る
が
た
め
に
動
き
が
鈍
く
な
り
が
ち
な
電
力
会
社
は

異
業
種
の
参
入
者
か
ら
刺
激
を
受
け
る
部
分
も
あ
る

だ
ろ
う
。

　

互
い
に
切
磋
琢
磨
す
る
こ
と
が
競
争
の
根
本
で
あ

り
、
各
々
が
公
益
性
と
競
争
の
バ
ラ
ン
ス
を
考
え
る

よ
う
に
な
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
利
用
者
は

サ
ー
ビ
ス
と
価
格
の
バ
ラ
ン
ス
、
既
存
電
力
会
社
は

公
益
性
と
収
益
性
の
バ
ラ
ン
ス
、
新
規
事
業
者
は
顧

客
満
足
と
コ
ス
ト
の
バ
ラ
ン
ス
、
制
度
設
計
者
は
規

制
と
自
由
の
バ
ラ
ン
ス
、
を
常
に
考
え
続
け
る
こ
と

が
重
要
だ
。

　

限
ら
れ
た
プ
レ
イ
ヤ
ー
だ
け
が
参
画
す
る
閉
じ
た

市
場
が
大
き
く
開
か
れ
、
多
様
な
プ
レ
イ
ヤ
ー
が
参

画
す
る
わ
け
だ
か
ら
、
従
来
明
文
化
し
て
い
な
か
っ

た
要
素
を
明
文
化
す
る
必
要
も
出
て
く
る
。
公
益
性

と
競
争
を
バ
ラ
ン
ス
さ
せ
安
定
供
給
を
守
る
た
め
、

想
定
で
き
る
手
当
を
関
係
者
が
行
っ
た
上
で
、
市
場

の
選
択
に
任
せ
る
。
電
気
事
業
の
自
由
化
と
は
そ
う

い
う
も
の
。
新
し
い
環
境
の
な
か
で
、
電
力
会
社
が

過
去
築
い
て
き
た
安
心
と
信
頼
の
イ
メ
ー
ジ
を
ベ
ー

ス
に
、
ど
う
競
争
力
を
磨
い
て
い
く
か
─
─
関
心
を

持
っ
て
見
守
り
た
い
。

何
か
を
考
え
る
こ
と
に
も
つ
な
が
る
の
で
は
な
い
か
。

　

公
益
性
の
た
め
に
す
べ
き
こ
と
、
競
争
に
勝
つ
た

め
す
べ
き
こ
と
、
今
は
必
要
の
な
い
こ
と
─
─
の
３

つ
を
分
け
て
、
メ
リ
ハ
リ
を
つ
け
て
実
行
す
る
こ
と

が
競
争
時
代
の
電
力
会
社
の
あ
り
方
だ
ろ
う
。

　

日
本
の
消
費
者
は
品
質
に
厳
し
い
。
高
品
質
の
電

気
や
サ
ー
ビ
ス
に
は
、
相
応
の
コ
ス
ト
が
か
か
る
こ

1軒あたりの年間停電時間の国際比較

関西電力、日本平均：2014年度実績 米国、イタリア、ドイツ：2013年実績
オーストラリア、韓国：2012年実績 イギリス、フランス：2010年実績

海外電力調査会「海外電気事業統計2014年版」などの資料をもとに編集室作成

関西電力 日本平均 韓国 ドイツ 米国
（ニューヨーク州）

イタリア イギリス フランス 米国
（カリフォルニア州）
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発電・送配電・小売の各事業者の改革後の姿

資源エネルギー庁の資料をもとに編集室作成

A 発電事業者
❶発電所の建設　❷燃料の調達　❸発電所の運転
❹小売電気事業者（または自社の小売部門＊）への電気の販売

Ｂ 送配電事業者
• ①地域独占・料金規制、②料金による投資回収の保証､
  ③供給責任を措置（最終保障サービス提供､需給バランスの維持義務等）
• 中立性確保のための人事・会計等に関する規制

❶送配電網の建設・保守
❷電力系統の運用
　（各発電所への指令や、送配電網の運用による安定的な電力の供給）
❸メーターの設置、電力使用量の検針
❹「最終保障サービス」や「離島への料金平準化措置」の提供

Ｃ 小売電気事業者
❶顧客に販売する電力の調達
　（発電事業者からの購入、または自社の発電部門からの調達＊など）
❷料金メニューの開発・提供　❸顧客への営業、各種サービスの提供
❹料金の徴収

＊同一事業者が小売部門と発電部門の双方を持つ場合

発電事業者

送配電事業者

小売電気事業者

需要家

小売電気事業者への販売契約

需要家への小売契約

（地域独占・料金規制等）

（設備を保有する必要はない）

託送契約
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「
日
本
の
電
気
は
安
い
！
」
─
─
電
力
自
由
化
で

先
行
し
た
欧
州
で
10
年
20
年
過
ご
し
て
帰
国
し
た
人

は
そ
う
言
う
。
ド
イ
ツ
も
イ
タ
リ
ア
も
２
０
０
０
年

代
に
電
気
料
金
が
高
騰
し
た
か
ら
だ
。

　

電
力
小
売
全
面
自
由
化
が
始
ま
る
日
本
で
、
果
た

し
て
料
金
は
ど
う
な
る
の
か
。
安
い
電
気
料
金
の
実

現
に
は
、
経
営
効
率
化
や
人
件
費
削
減
を
思
い
浮
か

べ
が
ち
だ
が
、
そ
れ
だ
け
で
は
ほ
と
ん
ど
期
待
で
き

な
い
。
電
気
料
金
に
関
わ
る
コ
ス
ト
の
内
訳
は
、
燃

料
費
と
設
備
費
が
ほ
と
ん
ど
で
、
人
件
費
は
８
〜

９
％
。
こ
れ
を
含
め
て
コ
ス
ト
を
最
大
限
見
直
し
て

も
、
料
金
引
き
下
げ
余
地
は
２
〜
３
％
程
度
。
む
し

ろ
、
そ
れ
を
上
回
る
上
昇
が
懸
念
さ
れ
る
。

　

と
い
う
の
も
総
括
原
価
方
式
の
狙
い
は
、
電
力
会

社
に
安
定
供
給
義
務
を
負
わ
せ
る
こ
と
と
、
国
と
し

て
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
の
実
現
。
国
民
か
ら
す

れ
ば
質
の
高
い
電
気
を
長
く
安
定
し
て
使
え
る
わ
け

だ
が
、
こ
の
総
括
原
価
方
式
の
見
え
ざ
る
メ
リ
ッ
ト

は
自
由
化
に
な
る
と
失
わ
れ
る
。
事
業
と
し
て
コ
ス

ト
合
理
性
が
な
い
か
ら
だ
。
享
受
し
続
け
た
い
な
ら

公
的
に
補
う
し
く
み
を
つ
く
り
、
そ
の
コ
ス
ト
は
国

民
が
負
担
す
る
。
規
制
に
よ
っ
て
電
力
会
社
に
義
務

を
負
わ
せ
る
の
で
な
く
、
安
定
供
給
を
実
現
す
る
た

め
の
価
格
を
市
場
の
中
で
明
示
し
て
い
く
。
そ
う
す

れ
ば
賢
明
な
る
国
民
は
こ
れ
ま
で
電
力
会
社
が
公
益

の
た
め
担
っ
て
き
た
役
割
や
価
値
に
気
づ
く
だ
ろ
う
。

　

た
だ
こ
の
明
示
的
な
コ
ス
ト
負
担
に
よ
っ
て
は
、

中
長
期
的
に
は
経
営
効
率
化
に
よ
っ
て
削
減
で
き
る

２
〜
３
％
を
相
殺
し
、
さ
ら
に
５
％
程
度
の
料
金
上

昇
に
な
る
だ
ろ
う
。
自
由
化
が
め
ざ
し
た
メ
リ
ッ
ト

は
幻
想
と
な
る
か
も
し
れ
な
い
。

　

電
気
料
金
の
上
昇
要
因
は
、
電
源
構
成
要
素
の
変

化
に
も
潜
ん
で
い
る
。
発
電
コ
ス
ト
の
大
半
を
燃
料

費
が
占
め
る
な
ら
、
燃
料
費
タ
ダ
の
再
生
可
能
エ
ネ

下
げ
を
続
け
る
と
赤
字
を
被
り
、
値
上
げ
せ
ざ
る
を

得
な
く
な
る
こ
と
は
十
分
考
え
ら
れ
る
。
高
い
電
気

料
金
は
電
力
多
消
費
産
業
の
中
小
企
業
経
営
を
圧
迫

す
る
が
、
そ
れ
が
海
外
展
開
を
促
す
き
っ
か
け
に
な

る
場
合
も
あ
る
し
、
電
力
コ
ス
ト
上
昇
を
転
嫁
で
き

る
ほ
ど
に
競
争
力
の
あ
る
高
付
加
価
値
製
品
づ
く
り

を
促
す
か
も
し
れ
な
い
。
そ
れ
が
で
き
な
い
企
業
に

対
し
て
は
激
変
緩
和
コ
ス
ト
を
国
民
が
負
担
し
つ
つ
、

長
期
的
に
は
産
業
構
造
転
換
を
促
し
て
い
く
。
電
気

料
金
水
準
は
そ
う
い
う
メ
ッ
セ
ー
ジ
で
も
あ
る
。

　

全
面
自
由
化
の
な
か
で
既
存
電
力
会
社
は
、
地
域

経
済
に
根
づ
く
姿
を
大
き
く
変
え
て
い
く
こ
と
も
考

え
ら
れ
る
。
銀
行
の
場
合
、
90
年
代
の
金
融
ビ
ッ
グ

バ
ン
で
13
行
あ
っ
た
都
市
銀
行
は
３
大
メ
ガ
バ
ン
ク

へ
と
統
合
・
再
編
。
国
内
ユ
ー
ザ
ー
へ
の
直
接
的
メ

リ
ッ
ト
は
定
か
で
な
い
が
、
国
際
競
争
力
を
持
っ
た

こ
と
は
確
か
だ
。
電
力
会
社
も
基
礎
体
力
を
つ
け
、

も
う
少
し
大
き
な
企
業
体
と
し
て
国
際
市
場
に
打
っ

て
出
れ
ば
い
い
。
電
力
自
由
化
で
イ
タ
リ
ア
経
済
は

ボ
ロ
ボ
ロ
に
な
っ
た
が
、
大
手
電
力
エ
ネ
ル
は
他
国

に
進
出
し
収
益
を
倍
増
さ
せ
た
。
日
本
の
電
力
会
社

も
こ
れ
ま
で
培
っ
て
き
た
公
益
性
を
ベ
ー
ス
に
、
ア

ジ
ア
の
イ
ン
フ
ラ
企
業
と
し
て
グ
ロ
ー
バ
ル
に
活
躍

し
て
ほ
し
い
。
世
界
の
公
益
に
つ
な
が
る
ビ
ジ
ネ
ス

展
開
を
見
て
、
日
本
国
民
と
し
て
誇
り
に
思
う
、
そ

ん
な
日
が
来
る
こ
と
を
願
っ
て
い
る
。

ル
ギ
ー
の
増
加
で
安
く
な
る
と
思
い
が
ち
。
確
か
に

再
エ
ネ
電
源
が
増
え
る
と
、
諸
外
国
で
も
卸
価
格
は

下
が
っ
た
が
、
逆
に
小
売
価
格
は
上
昇
し
た
。
再
エ

ネ
が
増
え
た
分
だ
け
Ｆ
Ｉ
Ｔ
（
固
定
価
格
買
取
制

度
）
賦
課
金
と
需
給
調
整
コ
ス
ト
が
増
え
る
た
め
、

小
売
価
格
は
上
が
り
国
民
負
担
は
増
大
す
る
わ
け
だ
。

　

日
本
で
も
こ
の
ま
ま
Ｆ
Ｉ
Ｔ
賦
課
金
の
負
担
が
増

え
る
と
、
２
０
２
０
〜
30
年
に
２
〜
３
割
の
電
気
料

金
上
昇
が
「
約
束
」
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
需
給
調

整
コ
ス
ト
な
ど
を
加
え
る
と
さ
ら
に
５
％
上
が
り
、

世
界
一
高
い
電
気
料
金
に
逆
戻
り
だ
。
そ
れ
を
抑
制

す
る
に
は
今
あ
る
原
子
力
を
使
わ
な
い
と
い
う
選
択

肢
は
な
い
だ
ろ
う
。

　

と
り
わ
け
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
少
な
い
日
本
の
場

合
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
た
め
に
国
民
が
払
う

べ
き
コ
ス
ト
は
他
の
国
に
比
べ
て
高
く
な
る
。

　

日
本
と
同
様
、
国
内
資
源
に
乏
し
い
イ
タ
リ
ア
は
、

自 由 化 へ の 視 点

野
村
浩
二 

慶
應
義
塾
大
学
産
業
研
究
所 

准
教
授

料
金下

が
る
と
は
限
ら
な
い

電
気
料
金
、

負
担
増
への
覚
悟
を

のむら　こうじ
慶應義塾大学産業研究所 准教授

（応用計量経済学・経済統計学）
1971年北海道生まれ。慶應義塾大
学商学部卒、同大学院商学研究科博
士課程単位取得退学。慶應義塾大
学産業研究所助手、2003年より現職。
米国ハーバード大学ケネディスクー
ルCBGフェロー、OECDエコノミス
トなども務めた。経済産業省長期エ
ネルギー需給見通し小委員会委員、
資源エネルギー庁総合資源エネル
ギー調査会基本政策分科会再生可能
エネルギー導入促進関連制度改革小
委員会委員など歴任し、現在、経済産
業省産業構造審議会臨時委員など。
https://k-ris.keio.ac.jp/Profiles/68/0006703/
profile.html

脱
原
子
力
に
伴
い
８
割
を
輸
入
化
石
燃
料
に
頼
っ
て

い
る
。
天
然
ガ
ス
火
力
を
主
力
電
源
に
据
え
、
ロ
シ

ア
に
偏
っ
て
い
た
輸
入
先
を
北
海
や
ア
フ
リ
カ
に
分

散
。
ロ
シ
ア
の
地
政
学
的
リ
ス
ク
を
回
避
し
、
エ
ネ

ル
ギ
ー
安
全
保
障
問
題
を
ク
リ
ア
し
た
と
認
識
し
て

い
た
。
と
こ
ろ
が
そ
れ
は
政
治
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
安

全
保
障
で
あ
り
、
経
済
的
に
は
ロ
シ
ア
の
ガ
ス
価
格

が
上
が
る
と
き
は
他
の
国
の
価
格
も
一
斉
に
上
昇
。

イ
タ
リ
ア
は
08
年
の
価
格
上
昇
の
直
撃
を
受
け
て
一

気
に
電
気
料
金
が
倍
増
、
欧
州
で
唯
一
マ
イ
ナ
ス
経

＊事業報酬から利払、配当を行う
＊「控除収益」とは、他社販売電力料、託送収益など電気事業を行う上で得られる収益（ただし料

金収入以外）
需給検証委員会の資料をもとに編集室作成

IEA Energy Prices and Taxesの資料をもとに編集室作成

済
成
長
を
喫
し
た
。

　

日
本
が
そ
の
リ
ス
ク
を
避
け
る
に
は
、
原
子
力
発

電
所
の
再
稼
動
で
化
石
燃
料
費
を
抑
え
つ
つ
、
そ
の

分
、
再
エ
ネ
拡
大
を
国
民
負
担
で
進
め
ざ
る
を
得
な

い
だ
ろ
う
。

　

電
力
小
売
全
面
自
由
化
の
開
始
に
際
し
、
新
規
参

入
組
を
含
め
各
社
と
も
安
い
電
気
料
金
を
ア
ピ
ー
ル

し
て
い
る
が
、
電
気
料
金
は
下
げ
す
ぎ
る
の
も
問
題

で
、
ユ
ー
ザ
ー
に
節
電
努
力
を
促
す
意
味
で
は
現
水

準
を
維
持
す
る
く
ら
い
が
望
ま
し
い
。
ム
リ
し
て
値

電気料金の総原価等
9社計：東電以外の8社は2008年料金改定ベース、東電は2012年料金改定ベース

家庭用電気料金の国際比較

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2Ｑ
0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

0.40

0.45（＄/kWh）

（年）

0.41

0.32

0.26
0.24
0.21

0.13
0.11

ドイツ
イタリア
スペイン
英国
日本
フランス
米国
韓国

適正費用（営業費） 15兆4305億円 ＋ 公正報酬（事業報酬） 8728億円

総原価 15兆5379億円

［燃料費調整制度］
燃料価格に応じて変動

燃料費増加コスト
3.2兆円（19.9％）

燃料費
5兆１０９２億円
（31.3％）

購入電力料
2兆1690億円
（13.3％）

減価償却費
2兆39億円
（12.3％）

公租公課
1兆358億円
（6.4％）

修繕費
1兆5704億円

（9.6％）

人件費
1兆3358億円

（8.2％）

その他経費
2兆2060億円
（13.5％）

事業報酬
8728億円
（5.4％）

控除収益
7654億円

火力発電比率が高まっても
料金には反映されない
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電
力
小
売
全
面
自
由
化
が
始
ま
っ
た
。
自
由
化
後

の
電
力
シ
ス
テ
ム
と
し
て
、
発
電
・
小
売
は
総
括
原

価
方
式
が
な
く
な
り
、
送
電
は
共
通
イ
ン
フ
ラ
と
し

て
公
平
・
中
立
の
立
場
で
運
営
、
既
存
電
力
会
社
が

引
き
続
き
安
定
供
給
の
責
任
を
負
う
。

　

美
味
し
い
水
と
高
品
質
の
電
気
を
天
与
の
も
の
と

し
て
育
っ
た
日
本
人
に
と
っ
て
、
競
争
価
格
で
こ
れ

ま
で
ど
お
り
安
定
し
て
電
気
を
使
い
続
け
ら
れ
る
よ

う
に
な
れ
ば
大
き
な
メ
リ
ッ
ト
だ
ろ
う
。

　

一
方
で
自
由
化
に
は
リ
ス
ク
も
伴
う
。
資
源
小
国

日
本
に
と
っ
て
、３
Ｅ
＋
Ｓ
、
安
全
性（Safety

）を
大
前

提
に
、環
境
性（Environm

ental conservation

）、供

給
安
定
性（Energy security

）、経
済
性（Econom

y

）

の
達
成
に
よ
る
最
適
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
が
重

要
な
課
題
で
、
自
由
化
が
こ
の
実
現
を
危
う
く
す
る

も
の
で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。

　

一
つ
は
環
境
性
の
側
面
か
ら
の
リ
ス
ク
。
例
え
ば

電
気
料
金
を
抑
制
す
る
た
め
安
価
な
石
炭
火
力
の
新

設
計
画
が
相
次
ぐ
が
、
自
由
化
し
た
か
ら
と
言
っ
て
、

温
暖
化
リ
ス
ク
を
拡
大
さ
せ
て
い
い
わ
け
は
な
い
。

温
暖
化
抑
止
の
観
点
か
ら
化
石
燃
料
使
用
は
可
能
な

限
り
縮
小
し
な
い
と
い
け
な
い
。

　

低
炭
素
電
源
と
し
て
期
待
が
大
き
い
の
は
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
だ
が
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
賦
課
金
が
年
々
増
え
、

電
気
料
金
を
押
し
上
げ
て
い
る
と
い
う
現
実
が
あ
る
。

電
気
の
全
利
用
者
が
負
担
す
る
賦
課
金
は
、
低
所
得

層
ほ
ど
経
済
的
負
担
が
重
く
、
導
入
が
増
え
る
ほ
ど

電
気
料
金
の
逆
進
性
が
拡
大
し
て
し
ま
う
。
加
え
て

何
よ
り
太
陽
光
も
風
力
も
相
当
不
安
定
な
電
源
。
だ

か
ら
再
エ
ネ
を
活
用
し
よ
う
と
す
れ
ば
す
る
ほ
ど
、

需
要
に
対
す
る
過
不
足
の
調
整
や
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
の

た
め
に
火
力
電
源
が
必
要
に
な
る
。
こ
の
現
実
を
認

識
し
な
い
ま
ま
、
再
エ
ネ
を
賞
賛
す
る
の
は
危
う
い
。

　
「
今
は
不
安
定
電
源
で
も
、
今
後
、
蓄
電
池
技
術

た
ソ
サ
エ
テ
ィ
で
取
り
組
ん
で
き
た
が
、
公
益
事
業

が
競
争
時
代
を
迎
え
、
電
力
会
社
の
経
営
自
由
度
が

増
す
な
か
で
ど
う
実
現
し
て
い
く
か
。

　

日
本
で
は
脱
原
発
・
再
エ
ネ
大
国
ド
イ
ツ
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
政
策
を
見
倣
え
と
い
う
主
張
が
あ
る
。
ド
イ

ツ
は
石
炭
火
力
が
44
％
。
自
国
で
褐
炭
が
採
れ
る
た

め
、
脱
原
発
は
炭
鉱
対
策
で
も
あ
る
。
い
ざ
と
な
れ

ば
自
給
で
き
る
し
、
フ
ラ
ン
ス
か
ら
原
子
力
の
電
気

を
買
う
こ
と
も
で
き
る
。
再
エ
ネ
は
バ
イ
オ
マ
ス
と

風
力
が
中
心
だ
が
、
日
本
と
ほ
ぼ
同
じ
国
土
面
積
の

5
割
が
農
地
で
、
風
の
強
い
北
海
・
バ
ル
ト
海
に
も

面
し
て
い
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
は
各
国
固
有
の
事

情
に
よ
っ
て
異
な
る
わ
け
で
、
資
源
に
乏
し
く
他
国

と
の
系
統
連
系
も
な
い
島
国
の
日
本
が
、
ド
イ
ツ
と

同
じ
政
策
を
と
れ
る
は
ず
が
な
い
。

開
発
が
進
む
の
で
何
と
か
な
る
」
と
い
う
意
見
も
あ

る
が
、
今
、
実
現
し
て
い
な
い
技
術
を
前
提
に
国
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
決
め
る
の
は
極
め
て
危
険
。
再

エ
ネ
の
技
術
革
新
を
進
め
、
利
用
を
拡
大
す
る
必
要

が
あ
る
と
同
時
に
、
既
に
あ
る
原
子
力
と
い
う
技
術

─
─
温
暖
化
抑
止
の
観
点
か
ら
も
発
電
時
に
Ｃ
Ｏ

２

を
出
さ
な
い
原
子
力
を
有
効
に
使
い
た
い
。

　

も
う
一
つ
は
供
給
安
定
性
の
リ
ス
ク
。
75
年
前
、

日
本
が
泥
沼
の
太
平
洋
戦
争
に
突
入
し
た
の
は
、
石

油
を
断
た
れ
た
こ
と
が
原
因
だ
っ
た
。
当
時
、
石
油

の
８
割
を
ア
メ
リ
カ
に
依
存
し
て
い
た
日
本
が
自
前

の
開
発
資
源
を
持
と
う
と
東
南
ア
ジ
ア
へ
進
駐
し
た

こ
と
が
、
ア
メ
リ
カ
の
対
日
石
油
全
面
禁
輸
措
置
を

招
き
日
米
開
戦
に
至
っ
た
。
日
本
は
進
駐
先
で
石
油

生
産
を
始
め
た
が
、
輸
送
中
に
ア
メ
リ
カ
の
潜
水
艦

に
撃
沈
さ
れ
日
本
へ
は
ほ
と
ん
ど
届
か
な
か
っ
た
。

現
在
、
中
東
か
ら
の
石
油
や
Ｌ
Ｎ
Ｇ
は
、
中
国
が
実

自 由 化 へ の 視 点

市
川
眞
一 

ク
レ
デ
ィ
・
ス
イ
ス
証
券 

チ
ー
フ
・
マ
ー
ケ
ッ
ト
・
ス
ト
ラ
テ
ジ
ス
ト

グ
ロ
ー
バ
ル
リ
ス
ク

自
由
化
時
代
こ
そ

温
暖
化
抑
止・安
全
保
障
への

目
配
り
を

いちかわ　しんいち
クレディ・スイス証券 チーフ・マー
ケット・ストラテジスト
1963年東京都生まれ。明治大学卒。
和光証券、クレディ・リヨネ証券ス
トラテジスト兼調査部長を経て、ク
レディ・スイス・ファースト・ボス
トン証券（現クレディ・スイス証
券）チーフストラテジスト。2009年
より現職。原子力国際戦略検討小委
員会委員、内閣府規制・制度改革委
員など公職を多数歴任。著書『中国
のジレンマ日米のリスク』『政策論
争のデタラメ』など。
https://www.credit-suisse.com/jp/ja.html

効
支
配
を
強
め
る
南
沙
諸
島
・
西
沙
諸
島
を
通
っ
て

日
本
に
来
る
。
こ
の
海
域
で
日
本
の
タ
ン
カ
ー
の
航

行
が
妨
害
さ
れ
れ
ば
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
断
た
れ
、
日

本
経
済
は
危
機
に
直
面
す
る
。
過
去
に
学
び
、
地
政

学
リ
ス
ク
を
踏
ま
え
る
と
、
日
本
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
調

達
ル
ー
ト
が
断
た
れ
て
も
自
力
で
し
ば
ら
く
は
凌
げ

る
状
態
に
し
て
お
か
な
い
と
い
け
な
い
。
原
子
力
を

活
用
す
れ
ば
、
化
石
燃
料
使
用
を
抑
制
で
き
、
平
和

的
な
抑
止
力
と
な
る
。
加
え
て
石
油
や
Ｌ
Ｎ
Ｇ
の
調

達
先
の
分
散
。
ア
メ
リ
カ
の
シ
ェ
ー
ル
ガ
ス
・
オ
イ

ル
を
は
じ
め
サ
ハ
リ
ン
等
に
調
達
先
を
分
散
し
、
多

様
な
ル
ー
ト
を
常
に
確
保
し
て
お
き
た
い
。

　

地
球
温
暖
化
を
抑
制
し
つ
つ
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

安
全
保
障
の
視
点
か
ら
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
を
実

現
し
て
い
く
。
こ
れ
ま
で
は
国
と
電
力
会
社
の
閉
じ

　

ま
ず
は
、
国
民
が
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
情
に
つ

い
て
、
表
層
的
な
言
説
だ
け
に
惑
わ
さ
れ
る
こ
と
な

く
正
し
く
本
質
を
認
識
す
る
こ
と
が
必
要
だ
。「
原

子
力
が
な
く
て
も
電
気
は
足
り
て
い
る
」
と
い
う
声

を
よ
く
聞
く
が
、
こ
れ
も
現
場
を
知
ら
な
い
発
言
だ
。

実
際
は
大
停
電
寸
前
の
危
機
状
況
に
至
っ
た
例
も
あ

る
な
ど
、
辛
う
じ
て
踏
み
止
ま
っ
て
い
る
の
が
実
情

と
言
え
る
。
国
や
電
力
会
社
は
こ
う
い
う
事
実
を

も
っ
と
世
の
中
に
知
ら
せ
る
べ
き
だ
ろ
う
。

　

発
電
よ
り
も
小
売
に
人
々
の
眼
が
向
き
が
ち
な
自

由
化
で
は
あ
る
が
、
既
存
電
力
会
社
に
は
、
市
場
自

由
化
の
下
、「
安
定
供
給
」
と
「
合
理
的
な
価
格
」

を
維
持
す
る
バ
ラ
ン
サ
ー
と
し
て
、
社
会
的
な
役
割

を
担
う
よ
う
期
待
し
た
い
。

電源別発電電力量とCO2排出量の推移

石油・LNGの東アジアへの輸送ルート

米国エネルギー情報局（EIA）、クレディ・スイスの資料をもとに作成

＊2012年度、2013年度は余剰電力買取制度の賦課金負担も含む数字
＊2014年度は余剰電力買取制度の賦課金負担が2014年9月の検針分ま

で別途発生
資源エネルギー庁の資料をもとに編集室作成

電気事業連合会、クレディ・スイスの資料をもとに作成

再生可能エネルギーＦＩＴ（固定価格買取制度）に
基づく賦課金総額と一家庭あたり負担額
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